
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　

　 部
課

又は施設

　　

②項

対象と
対象の数

　

２■事務事業実施の状況

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　

　
活動実績
ａ（単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

①節
　③基本施策

　④単位施策(中）

人事係企画部

計画推進

　民間から導入が始まった制度でもあり、行政目標の達成に資するものとして、
その導入は有意であると受け止められている。

〃

〃

〃

当たり当たり 当たり

　活動実績は、チャレンジ目標認定事業数
　直接事業費は、目標管理制度、人事評価制度等の研修事業費を計上。他の評価対象事務事業と重なる研修の場合は、事業数で按分。
　人件費は、0.1人分として算定

　１事業当たり
13

　１事業当たり
９

１事業当たり
７

１事業当たり
10

当たり

915 910

　平成２３年度

107（事業)

　平成２７年度　平成２５年度

693 248 248 210

アウトプット実績（活動数値）の補足説明

856

当たり 当たり

後期目標値(単位)前期目標値(単位)

　目標は、全職員が必ず二つ設定することとしているが、その掲げた目標の内、難易度が高く、行政
への貢献が大きいものについて、チャレンジ目標として上司が認定することとなっている。ハードル
が高いが故に頻出するものではないので、４人に一人の割合でチャレンジ目標を一つ有することとな
る事業数の割合を目標値とした。

646

　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２２年度

　申告目標総事業数に占めるチャレンジ目標認定事業数の割合（％）

　平成１８年度

12.5（％）

指標の説明事務事業成果指標名

〃

　各自治体が導入について検討をしている。本市はＨ１６年
度より既に実施している強みを今後に生かしていく。

　⑤単位施策(小）行政運営

　職員(特に管理職)に制度についての理解を深めてもらう。
新任課長及び課長補佐級職員に対し、研修を実施

一般事務事業 経常事務事業 建設事務事業

6―2―2―3

　今まで実施した人事評価及び自己申告の結果を踏まえた管
理職員研修（課長級以上全職員）を実施

　能力・実績主義に基づいた人事管理の徹底等を目指した公
務員制度改革が、さらに進められている。

〃

　管理職員研修（課長級以上全職員）において、申告目標の
実例による目標ブラッシュアップ演習及び目標設定面談のス
キルアップ等を実施。

　人事管理システムの構築

「効率的で顧客志向の行政運営」 コード

市民ニーズの認識

コード 6―2―2　組織運営・人材開発

　能力開発

　Ｐｌａｎ，Ｄｏ，Ｓｅｅのマネジメントサイクルに基づく業務遂行環境に職員を置き、自主、自律的な発意のもと、各職員が１段階
上の成果を目指していく職場風土の醸成

　予め組織の方針に沿った個人目標を設定させ、実行、評価の過程を明確なものとし、的確な人事評価と更なるステップアップを実現することにより、個人、ひいては組織の能力を高める。

社会状況等の事務事業がおかれる環境把握

コード 6―2―2―3―1

人事秘書課 人材開発担当係長　平下義之係

人事管理システムの構築事業（主要事業）

評価票作成者

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

122（事業)

662667

１－１事務事業の
名称

１－２担当

１－４事務事業の
目的の精査

２－１事務事業の
実施における基本
認識

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－５事務事業の
内容

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み

　今まで実施した人事評価及び自己申告の結果を踏まえた管
理職員研修（新任課長及び主幹・課長補佐級職員）を実施

　平成２４年度

104（事業)

670

1,363

10（％）

85（事業)

　平成２６年度

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

　職　　員
　部長以下５４５人

 ● 第５次行政改革大綱第１次アクションプランとの関連

　平成２１年度

　有

無



　

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

　
単年度
担当課評価

　　　　　
　　● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）

Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）
　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）
　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　平成２７年度　平成２３年度 　平成２４年度

　平成２６年度

　平成２５年度 　平成２６年度

　平成２７年度　平成２５年度

３－２評価の内容

〃

8.0

　新人事評価制度の創設に併せ、目標管理制度は３年目、チャレンジ目標制度は
２年目となる段階的な導入、中期的な視野に立った研修等、計画的な事業の推進
により制度の着実な浸透をみた。

Ａ

　平成１９年度 　平成２０年度

Ａ

　地方分権第２幕を迎え、組織能力の一層の向上が求められ
ており、実績が実感できるレベルまで事業運営の水準を上げ
る必要がある。

今後の環境変化を踏まえた課題認識

Ａ

次年度に向けて改善する取組み 事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

　平成２１年度 　平成２２年度

Ａ

64.0

　引き続き、目標管理制度に関する研修及び啓発を実施し、
職員の意識改革を図っていく。

　平成２１年度 　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度

Ａ

２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

Ａ

３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度

77.6 80.0 91.2

　平成１９年度 　平成２０年度　平成１８年度

11.4

〃

　継続して事業を進めること。

審査会による改善方向の指示

　継続して事業を進めること。

４－１総合評価の
結果

指標対応実
績（％)

9.7 10.0

Ａ

Ａ

　今まで実施した人事評価及び自己申告の結果を踏まえた研修の実施により、制
度のレベルアップを図ることができた。

〃

　申告目標の具体的な実例による目標ブラッシュアップ演習を実施し、その成果
を「申告目標改善例」としてイントラに掲載し、制度のレベルアップに努めた。

〃

　目標管理制度に関する研修は継続実施していくが、マンネ
リ化を防ぐよう配慮した上で実施する。

〃

結果

〃

　継続して事業を進めること。

　継続して事業を進めること。


